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（仮称）田原中山風力発電事業に係る環境影響評価準備書についての 

部会報告（案） 

 

はじめに 

  （仮称）田原中山風力発電事業に係る環境影響評価準備書（以下「準備書」という。）

について、環境の保全の見地から慎重に検討を行った。 

事業者は、以下の事項について十分に検討し、その結果を環境影響評価書（以下「評

価書」という。）に記載するとともに、評価書に記載される内容に従って環境保全に万

全を期する必要がある。 

 

１ 全般的事項 

（１）本事業では、対象事業実施区域の全域が三河湾国定公園の第２種特別地域及び

鳥獣保護区に指定されていることに加え、当該区域の大部分が保安林に指定され

ており、重要な自然環境のまとまりの場となっていることから、動物、植物、生

態系、景観等への影響を可能な限り低減することが求められる。 

   このため、事業の実施に当たっては、関係機関や専門家の助言を得ながら、自

然公園法（昭和 32 年法律第 161 号）を始めとする関係法令に基づく措置や、準

備書に記載されている環境保全措置を確実に実施することはもとより、環境保全

対策に関する最善の利用可能技術の導入や工事の工程及び施工方法の工夫等に

より、更なる環境影響の低減に努めること。 

（２）環境への影響に関して新たな事実が判明した場合等においては、必要に応じて

適切な措置を講ずること。 

 

２ 騒音及び超低周波音、風車の影 

  騒音及び超低周波音並びに風車の影については、「風力発電施設から発生する騒

音に関する指針（平成 29 年５月 環境省）」に定める指針値等の値を下回る場合に

あっても、人の感覚を刺激して心理や情緒に影響を及ぼすおそれがあることから、

地域住民の生活環境の保全に十分に配慮するとともに、施設の稼働後に苦情等の申

立てがあった場合には、適切に調査を行い、その結果を踏まえた対策を講ずること。 

 

３ 動物、植物、生態系 

（１）鳥類等の風車への衝突について、予測結果から一定の影響が懸念されるととも

に、予測には不確実性があることから、更なる環境保全措置の実施について検討

すること。 
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（２）鳥類の種ごとの衝突リスクについて、回避率が明らかでない種にあっては、複

数の回避率を用いて予測及び評価を行うとともに、それらの結果を事後調査の結

果に照らして検証すること。 

（３）事後調査の実施に当たっては、あらかじめ環境への影響が著しいと判断すべき

事象を具体的に設定するとともに、それらの事象に応じた環境保全措置を検討す

ること。 

（４）野生動植物の生息・生育環境への影響を低減するため、工事による土地の改変

及び支障木の伐採が必要最小限となるよう努めるとともに、改変後の土地の植生

の回復に当たっては、専門家等の助言を得ながら適切な手法を検討し、実施する

こと。 

 

４ 景観 

  風力発電所の設置に当たっては、周辺の風致又は景観との調和に努めるなど、三

河湾国定公園の海岸景観の保全に最大限配慮すること。 

 

５ その他 

（１）評価書の作成及び公表に当たっては、住民等の意見に配慮し、住民等の理解促

進及び利便性の向上に努めること。 

（２）事業の実施に当たっては、地元への丁寧な説明等の積極的な情報発信を行うと

ともに、住民等からの環境に関する要望等に適切に対応すること。 
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検 討 の 経 緯 

 

年 月 日 会  議 備  考 

令和８年７月３日 審 査 会 知事からの諮問 

準備書の内容の検討 

部会の設置及び付託 

令和８年７月31日 部  会 準備書の内容の検討 

住民意見の概要等の検討 

関係市町長意見の検討 

令和８年９月24日 部  会 準備書の内容の検討 

公聴会意見の検討 

部会報告（案）の検討 
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愛知県環境影響評価審査会 田原中山風力発電部会構成員 

 

 

 

伊藤 由起   名古屋市立大学大学院医学研究科准教授 

鵜飼 真貴子  名古屋大学大学院環境学研究科准教授 

小野 悠    豊橋技術科学大学建築・都市システム学系准教授 

◎佐野 泰之   愛知工業大学工学部教授 

庄子 晶子   名古屋大学大学院環境学研究科教授 

○塚田 森生   三重大学大学院生物資源学研究科教授 

中野 正樹   名古屋大学大学院工学研究科教授 

丸山 康司   名古屋大学大学院環境学研究科教授 

渡邊 幹男   愛知教育大学自然科学系教授 
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